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やっとで減少傾向か



ゼロコロナ政策を進める中国



日本と中国
•日本はやっとで減少し始める
•ゴールデンウィークの人出で増加しなければ良いが
•政府もウィズコロナ政策に移行を検討
•マスクのない生活が戻るのか
•中国は厳しい外出制限
•上海は１か月を越えるロックダウン 北京も制限
•習近平は批判は罰するという姿勢
•今の政策を変更＝ゼロコロナ政策の失敗
•３期目を狙う習近平としては変更はあり得ない

全国で1.8億人が何らかの制限を受ける



慣れとはすごい事
•新型コロナの様々な制限が無くなった今

•GWの人出はすさまじいものがあった

•３年前までの状況に戻っている

•思い出して見よう

•2020.4.29 人 21.4.29           人 22.4.29 人

•2020年のGW 全国に緊急事態宣言

•2021年のGW ４都府県に緊急事態宣言
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△2020年GW ▽2021年GW



厚労省 第６波の状況分析
•新型コロナの感染者の分析

•第６波 自宅療養者 58万人

• 自宅で死亡した患者数 555人（資料提出分ノミ）

• 男性352人、女性203人

• 80代以上55％、70代24％、60代10％

• うちワクチン接種２回以上が４割

• 基礎疾患ありは64％

•第５波 自宅で死亡した患者数 202人





難しい判断 今後はどうする？
•死亡直前の診断時の症状では「軽症・無症状」が
43・4％、「中等症」が7％、「重症」が2・2％

•死亡前に陽性が判明していたのは65・8％

•無症状を確認したが、24時間以内に死亡

•主治医が入院不要と判断したものの、数日後に死亡

•感染者・医療機関・自治体・国この連携をどうするか

•欧米では制限を解除しウィズコロナに転舵



アメリカの状況
•CDCの発表
•今までの感染者数
• 8140万人
•総人口 3.3億人
•PCR検査などを基に
•すると
•60％が感染している
•子どもは70％という



•新型コロナと
関連する死
者は実際の
３倍
•実際に治療
を受けられる
はずの患者
の死
•インドは公表
値の10倍
•公表では52
万人だが
実際は
約 500万人



知床で観光船が沈没







観光船沈没 26名が行方不明
•４月23日 知床半島を巡る観光船が浸水、沈没

•乗員・乗客 26名が行方不明

•その後 名が発見 死亡が確認される

•当日 強風波浪注意報が発令されていた

•10時に出航 全行程３時間を予定

•出航当時の天候はそれほど悪くはなかった

•1時13分 118番に「浸水している」と連絡

•午後１時30分 ウトロ 気温 5.8℃ 水温2～3℃



事故当日の海の状況



水温と生存に関するデータ

現在発見されている方の主な死因は溺死

＋強風波浪注意報













底を下にして船首を陸側にして沈んでいる
海流の流れが早く、船も安定していない
120ｍの海底からの引き上げは厳しい



簡単になれる船長の資格
•特定操縦免許 1級・2級小型船舶操縦士免許を持ち
小型旅客船や遊漁船の船長になる資格
•「小型旅客安全講習」を受講する
•海難発生時における措置や、救命設備の習得
•１日の講習で試験は無し
•１級小型船舶操縦士免許取得には４日間の講習と
実技試験が必要
•比較的簡単に取得できる資格
•自動車の２種免は学科19時間 実地21時間必要



今回の事故は人災？
•新聞やテレビの報道から人災であることが分かる

•他の業者より早く遊覧船の運航開始

•他の業者との連携を止める

•出航に対する十分な検討がなされていない

•通信手段が不十分であった

•船体が瀬戸内海用のものを購入し運用

•ガラス繊維製の船体で視界確保のため重心が高い

•救命胴衣と救命浮器だけ ＞救命いかだはなし

安全管理規定の在り方



全ての観光業者が悪いわけではない
•今回の事件が氷山の一角ととらえるのか、レアケー
スととらえるのか
•様々な基準や規制が作られ多くの事業者は遵守する

•事故が起きると一歩進む
•2016年 軽井沢バス転落事故 格安ｽｷｰﾂｱｰ
• 乗員乗客41人人 14人死亡
•国土交通省はこの事件を契機に安全基準等の再考
•全国のバス会社の評価を毎年発表するようになる







•日本サルベージ
が委託

•「飽和潜水」を行
える会社

•船内捜索に約
8.8億円

•引き上げに約５
億円

•費用は知床観
光船に請求？



ウクライナ情勢



ロシアのウクライナ侵攻の陰で
•現在中国への投資に変化が

•中国がロシア制裁に参加せずロシア寄りの政策を
行っている

•将来中国も経済制裁の対象になる危険性を思慮

•債券投資112億ドル

•株式投資 64億ドル

•この数値は異常なほど大きい

•それだけ各国の投資家が懸念してる

＞合計176億ドル（約2.2兆円）





安倍元首相の発言
•ロシアのウクライナ侵攻でヨーロッパ各国が軍事費
の拡張に言及している

•日本が慎重なのは世界のスタンダードではない

•しかし、その裏には増税がある

•日本はGDPが伸びていない中あり得るのか

•27回の安倍プーチン会談で3000億円の経済協力

•北方２島先行返還を示唆

•それを今プーチン批判に走るがそれで良いのか？

アベノマスクの自画自賛



日本のウクライナ支援物資輸送に影





マリウポリから一般市民が脱出





ロシア公共放送 人道回廊



ロシア軍が強制収容所建設か
•ロシア軍はマリウポリなど攻略した都市から市民を
拉致し選別しているという

•マリウポリ近郊には４か所、その他にも数か所設置

•親ロシア派か、反ロシア派かを判別

•4.5畳くらいの部屋に12人ほど入れ、トイレは１日1回

•親ロシア派なのかを確認し、反発すると拷問

•親ロシア派は難民としてキャンプへ

•反ロシア派がどうなるのかは不明



・マガダン

・ムルマンスク
・ケメロボ
・クラスノヤルスク

10年間の収容
他の地域への移動は禁止
食住職を与える
不足する労働力補完か

1930年代 スターリンのシベリア強制収容を彷彿させる
1940年代 ナチスのユダヤ人強制収容
第二次大戦後の日本兵のシベリア抑留





•5月9日の戦勝
記念日

•規模を縮小

•武器の不足か

•ｳｸﾗｲﾅ領内の
ﾊﾟﾚｰﾄﾞは延期

•開戦宣言をす
るという話も



ワグネルが社員募集



ロシアの狙いが見えてきた



今回の落としどころ
•ロシア系住民を助けることを名目に動いている

•ロシアは黒海沿岸をまとめて支配できるようにする

•ドネツ炭田等の工業地帯を押さえる

•ウクライナを内陸国にしてしまう

•ウクライナの国力を削いでいく

•ウクライナの実質的属国化を狙う

•その為の軍事行動



ウクライナの分断を狙う
•11 ルハンシク州
• 4   ドネツク州
•25  ｸﾘﾐｱ自治共和国
•27 ｾﾊﾞｽﾄﾎﾟﾘ特別区
• 7 サポリージャ州
•20 ヘルソン州
•13 ニコラエフ州
•14 オデーサ州



•南東部はﾛｼｱ系
の住民が多い

•とはいえ20％前
後しかいない

•そこを強制的に
統合できるのか

•教育の力が大

•占領地ではすで
に開始している



•親ﾛｼｱ派の多い
地域をまとめる

•ノボロシア
•沿ﾄﾞﾆｴｽﾄﾙ共和
国まで伸ばす
•ｳｸﾗｲﾅを内陸国
•ﾎﾟｲﾝﾄはｵﾃﾞｰｻ
攻略
•ｴｶﾃﾘｰﾅ２世の
足跡



沿ドニエストル共和国
•ソ連崩壊後の各自治州の独立

•1991年 モルドバが独立宣言

•その中に住むロシア系住民が反対

•紛争に発展

•1992年 停戦

•その後ロシア軍が常駐

•国際的にはモルドバの１つの州

•未承認国家 別の行政組織



沿ドニエストル州とはどんな所



ロシアの動き



ヘルソン市長解任 市役所占拠



•ヘルソンで進むロ
シア化

•学校ではロシア語
で授業

•通貨もルーブル

•ｳｸﾗｲﾅ通貨ﾌﾘﾌﾞﾆｬ

•ネット環境もロシア
経由に

•通信内容の監視強
化

•反対デモは鎮圧



今ロシアが狙っているのは
•サポリージャ州

•ヘルソン州

•住民の意見を聞いてウクライナからの離脱を決定

•これは2014年クリミア半島で行った手法

•見かけは民主主義的手法

•民衆の大半が賛成しているから合法的である

• 実際には１人で何票も投票したりした

• 事前のチェックが厳しく反対票は入れにくい

＞住民投票



ロシアの動き
•天然ガスの供給停止

• ポーランド ブルガリア

• 別の供給先を探している

•モルドバのロシア軍

• 1500～2000人の兵士

• ２万ｔの弾薬 その他

•モルドバ側から侵攻する準備

•オデーサ方面に侵攻か？


